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図１  ジニ係数の推移
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平成18年11月２日 

平成16年全国消費実態調査 
各種係数及び所得分布に関する結果速報 

 
 平成16年全国消費実態調査では，これまで家計収支，貯蓄・負債及び家計資産の結果を数

次にわたり公表してきた。最終となる今回は，各種係数等の公表を行うものである。 

 
 

 

 

●二人以上の世帯の家計資産のジニ係数を資産の種類別にみると，いずれの資産もジニ係数は

年間収入注２よりも大きい。 

●住宅・宅地資産のジニ係数は0.573となっており，地価の下落等を反映して大幅に低下。耐

久消費財資産は0.368に上昇。貯蓄現在高注３は0.556と近年やや高まっており，平成元年と

ほぼ同水準。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１: 所得が完全に平等に分配されている場合に比べて，どれだけ分配が偏っているかを数値で示したもの。例

えば，収入格差がない完全に平等な集団ではジニ係数は０になり，一つの世帯だけが収入を独占する完全

な不平等な集団ではジニ係数は限りなく１に近づく。 

注２: 公的年金・恩給の給付を含んだ税込みの所得。年間収入のジニ係数は，平成17年12月19日に公表済。 

注３: 負債残高を控除していない粗貯蓄。 

１ 家計資産の分布をジニ係数注１でみると，地価の下落等を反映して，住宅・宅

地資産で大幅に縮小する一方，貯蓄現在高などではやや拡大 
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　　　　　　　　　（参考表）　　　１世帯当たり家計資産・年間収入の推移（平成元年～16年）

純資産額　(万円） 対前回増減率　（％）

平成元年 ６年 11年 16年 ６年 11年 16年

資産合計 5372 5375 4387 3900 0.1 -18.4 -11.1

金融資産（貯蓄－負債） 681 847 895 950 24.5 5.7 6.1
貯蓄現在高 1049 1318 1452 1520 25.6 10.2 4.6
負債現在高 369 471 557 569 27.6 18.3 2.2

住宅・宅地資産 4502 4294 3297 2786 -4.6 -23.2 -15.5
宅地資産 3994 3636 2677 2180 -9.0 -26.4 -18.6
住宅資産 509 659 620 606 29.4 -5.9 -2.3

耐久消費財資産 － 186 168 150 － -10.0 -10.5

年間収入 667 785 761 696 17.7 -3.0 -8.5

資産の種類

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 上記計数は，すでに公表したものである。 

2. 資産合計には「ゴルフ会員権等」の資産を含むことから，合計と内訳は一致しない。 
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国名（調査年※） ジニ係数

アメリカ（2000） 0.368

イギリス（1999） 0.345

イタリア（2000） 0.333

オーストラリア（2003） 0.312

カナダ（2000） 0.302

日本（2004） 0.278

フランス（2000） 0.278

ベルギー（2000） 0.277

ドイツ（2000） 0.264

スウェーデン（2000） 0.252

アメリカ

イギリス

　 イタリア
　　　オーストラリア

カナダ

フランス
日本

ドイツ

ベルギー スウェーデン

図２  等価可処分所得のジニ係数の国際比較
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●単身世帯を含めたすべての世帯（以下「総世帯」という。）における年間可処分所得（等価可

処分所得）のジニ係数をみると，平成16年は0.278。 

●各国によって調査年は異なるが，日本はスウェーデンなどより所得格差が大きいものの，ア

メリカ，イギリスなどより小さく，ＯＥＣＤ加盟諸国のなかでは中位に位置。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

  

 

※LIS公表データ（直近値） 

 

（出所）日本……… 全国消費実態調査結果より 

ただし，平成６年（1994）以前は経済企画庁経済研究所 経済分析政策研究

の視点シリーズ11より 

日本以外… ルクセンブルク所得研究（ＬＩＳ）プロジェクトより 

 

 

注：国際比較可能な形で所得格差を把握するため，ＯＥＣＤで採用されている国際的な枠組みに基づき，１世

帯当たりの世帯人員を勘案した年間可処分所得。 

 ＜等価可処分所得の計算方法＞ 

① 世帯員ごとの年間収入額から，年間の税額及び社会保険料を推計し，控除することによって，年間可処

分所得を計算。 

② 世帯員ごとに計算された年間可処分所得を合算し，世帯の年間可処分所得を計算。 

③ 世帯当たり所得が同水準であっても世帯人員によって１人当たりの効用水準が異なることを考慮して，

世帯の年間可処分所得を等価世帯人員 ）世帯人員（  で調整。計算式は以下のとおり。 

世帯人員／世帯所得＝等価可処分所得         

 

２ １世帯当たりの世帯人員を勘案した年間可処分所得（等価可処分所得注）のジ

ニ係数をみると，日本は国際的に中位に位置 
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再分配前

  再分配後

図３  世帯主の年齢階級別所得再分配前後のジニ係数
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総         数 0.363 0.273 0.090 0.391 0.278 0.113 0.023

   30歳未満 0.232 0.222 0.010 0.245 0.236 0.009 -0.001

  30 ～ 49 0.253 0.235 0.018 0.254 0.235 0.019 0.001

  50 ～ 64 0.341 0.277 0.064 0.355 0.286 0.069 0.005

   65歳以上 0.644 0.308 0.336 0.664 0.310 0.354 0.018

平成11年 平成16年 再分配効果の差
（16年－11年）
f - c

 

 
 

●再分配前後注の所得格差を，総世帯の等価可処分所得を用いたジニ係数でみると，平成16年

の再分配後は0.278となり，再分配前の0.391と比べて低下。所得再分配がジニ係数の縮小

に与えた効果（所得再分配効果）は，0.113。 

●再分配の効果を世帯主の年齢階級別にみると，年齢階級が高くなるにしたがって大きくなり，

なかでも，65歳以上の世帯での所得再分配効果（0.354）が極めて大きい。 

●再分配がジニ係数に与えた効果を前回調査（平成11年）と比較すると，その規模はやや拡大。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：再分配前の所得とは，公的年金・恩給の給付を含まない年間収入。 

再分配後の所得とは，租税や社会保険料の支払，年金給付等の移転所得の受取後の年間収入（年

間可処分所得）。 

 

 

  表  世帯主の年齢階級別再分配前後のジニ係数の前回との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 所得再分配は，高齢者の所得格差の縮小に寄与 


